
電力データの活用

2019年5月10日

（次世代技術を活用した新たな電力プラットフォームの在り方研究会 事務局資料）

※ 本資料の内容は、本研究会での議論や今後の調査・分析等を踏まえ、更新等があり得る。

資料１



１．電力データの利用ニーズ
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（参考）スマートメーターデータとその他データの組合せによる
活用ニーズ

（出所）東電PG社HP、東電HD社HP、でんき家計簿等に基づきPwC作成

 スマートメーターデータの活用による電力量に時間と場所とを組合せた二次データの創出
可能性、更に、その他データとの組合せにより、様々な活用ニーズの創出可能性が有る。

【電力量】

【時間】

【場所】

スマートメーター

【スマートメーターデータの特徴】
 高いリアルタイム性
 高い確度・精度

【得られるデータ(粒度)】
 電力量 (0.1kWh)
 時間 (30分毎)
 場所≒世帯 (供給地点特定番号毎)

【紐付けられている属性(契約申込内容)】
 契約名義
 契約アンペア数

推定可能な二次データ(例)

＜固定・変動需要の可視化＞
 世帯構成
 家族人員毎の在宅状況（日

次、週次、月次等）
 家族人員毎の活動状況（日

次、週次、月次等）
 家電の利用状況、ライフサイク

ル 等

＜地域性の可視化＞
 気候変動との関連性
 地域毎の電力消費特性、傾

向 等

＜特別な事象の可視化＞
 災害時の避難状況等
 異常気象その他の天災状況

等

一次データデータ取得対象
活用ニーズ(例)

 電気料金見積最
適化

 新料金プラン開発
 省エネアドバイス

（家電買替等）
 家族の見守りサー

ビス

 宅配事業合理化
 地区毎の人の移動

情報等(飲食業の
需要予測や昼夜の
人口増減情報予
測)

 防災・災害対策等
（地域毎のハザー
ドマップ、BCPプラン
等の精緻化）

その他データ

 地図情報や道路の渋
滞情報

 近隣の交通機関活用
情報

 天候データ

 震災情報・被災状況

 過去の電気料金の統
計データ

 時間帯別使用量デー
タ

 家電等の電気消費
データ、メンテナンス、経
年数等の詳細データ

 世帯内の家族構成の
データ

スマートメーターから創出されるデータ

18.10.30 第２回次世代技術を活用
した新たな電力プラットフォームの在り方
研究会PwC提出資料３抜粋・加工



期待されるデータ活用の例

 電力分野を始め、様々な産業での電力データを活用した新たなサービスや付加価値創
出が期待されている。

＜期待される新たなサービス創出＞

 電力データ × 運輸業 ⇒ 運送効率向上

 電力データ × 建設業・家電メーカー ⇒ スマートホーム

 電力データ × 銀行業 ⇒ なりすまし防止

 電力データ × 保険業 ⇒ 新保険メニュー

 電力データ × リース業・不動産業 ⇒ 不動産価値の新たな評価軸

 電力データ × 流通業・飲食業 ⇒ 出店計画

 電力データ × 自治体 ⇒ みまもりサービス、空き家対策、防災関係計画

 電力データ × AI ⇒ 発電・消費電力量予測（精緻化）
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スマートメーターのデータの活用ニーズ 電力データ×●●

11

【電力データ×保険業】

 規則正しい生活パターン／不規則な生活パターンでのスマートメーターのデータを蓄積し、対象の家のスマートメーターのデータと突合
することにより、規則正しい生活をしていると考えられる場合には、保険料を安くする等の保険の新しいメニューの開発に資すると考え
られる。

【電力データ×リース業・不動産業】

 周辺の家の入居状況、人の動き等により、その地域の不動
産に価値があるのか否かを判定する新たな基準を設定するこ
とが可能と考えられる。

【電力データ×流通業・飲食業】

 店舗の周辺の生活動向を把握することにより、周辺住民に
対し、店舗からより良いサービスを提供することが可能と考えら
れる。

【電力データ×自治体（みまもり）】

 サービス対象の家の普段のスマートメーターのデータを蓄積し、
普段と異なる使用パターンになった場合に、事前に連絡するこ
ととなっていた家族や自治体等に連絡をすることにより、万が
一の時に迅速な対応が可能と考えられる。

【電力データ×自治体（空き家）】

 空き家の傾向を把握することにより、エリアを絞って防災対策
（効率的な見回り等）や空き家対策（空き家の活用等）
を行うことができると考えられる。

【電力データ×自治体（避難計画）】
 過去のスマートメーターのデータを分析することにより、特定の

曜日やイベント日の時間帯のおいて、エリア毎の在宅率の傾
向を把握し、特定の日時の推定在宅人口を予想することで、
大型災害発生時の避難時に問題となる事象を把握し、避難
計画に反映することが可能と考えられる。

【電力データ×自治体（復旧状況）】
 平常時のスマートメーターデータと災害時の同データの比較分

析等を行うことにより、停電前後の状態変化や、宅内での異
常の把握、復旧状況の判定等が可能になると考えられる。

（出所）事業者等へのヒアリングに基づき事務局作成









２．利用拡大に向けた主な論点
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これまでの議論２ 電力・ガス基本政策小委員会
①スマートメーターデータの利用・提供の拡大に向けて

 デジタル技術が飛躍的に発展する中、一般送配電事業者の保有するスマートメーターデータ
（各需要家の電力使用量30分値）を活用し、より効率的に電気事業を行ったり、新たな
事業を創出したりすることへの期待が高まっている。

 他方、個々の需要家の電力使用量情報は個人情報に該当し（需要家が法人の場合は
競争情報の可能性）、その保護に万全を期す必要があるほか、電気事業法上、一般送配
電事業者は、「電気の使用者に関する情報」の目的外利用を禁じられている。

※電気事業法第23条は、「電気の使用者に関する情報」を託送業務等の目的以外で利用することを禁じている。

 このため、スマートメーターデータの利用・提供の拡大に向けては、個人情報保護の担保を
大前提としつつ、活用のニーズや効果、データ加工のコスト等とのバランスを踏まえ、将来の
国際展開も視野に入れながら、必要なルール整備を図ることを目指し、検討を深めていくこと
としてはどうか。

スマートメーターデータの利用・提供の拡大に向けた主な論点（例）

〇対象データ
個人情報保護の担保を大前提としつつ、どのような粒度（ex. 市町村単位）や属性のデータについて、具体的にどのような活用

ニーズがあり得るか

〇データの利用・提供方法
独占事業としての一般送配電事業の位置付けを踏まえつつ、自らデータを利用する場合と第三者に提供する場合のルールをどのよ

うに定め、どのように第三者の利用ルールを定めるか

〇費用・収益の扱い

データの加工費用やデータ利用・提供から生じる収益について、託送料金制度上、どのように扱うか

18.5.18 第９回電力・ガス基本政策
小委員会事務局提出資料８抜粋・加
工
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これまでの議論２ 電力・ガス基本政策小委員会
②「統計化」したスマートメーターデータの電事法等との関係整理

 本委員会では、データ利用に当たり、個人情報保護法や、電気事業法における「情報の目的外
利用の禁止」規定も踏まえ、課題を整理・検討するとしてきた。

 この点、特定の個人との対応関係が排斥されている限りにおいては、個人情報保護法における
「個人に関する情報」に該当するものではない（ 個人情報保護法ガイドライン（匿名加工情報
編））ため、その利用や提供に際し、需要家からの同意取得は不要である。

 また、電気事業法第23条第1項第1号の規定の趣旨は、一般送配電事業者が、ある小売Aの
需要家情報等を、本来の目的とは異なる目的で他の小売Bへ提供すること等は、競争条件の公
平性の確保の観点から問題であるため、これを防止するものである。

 これらを踏まえれば、「統計情報」については、その情報を公平・透明な形で利用又は提供する限
り、同号が想定する競争条件の公平性確保の観点から問題となる情報には当たらないと考えられ
ることから、電気事業法との関係でも問題にならないと整理することが適当と考えられる。

電気事業法
（禁止行為等）
第二十三条 一般送配電事業者は、次に掲げる行為をしてはならない。
一 託送供給及び電力量調整供給の業務に関して知り得た他の電気を供給する事業を営む者（以下「電気供給事業者」という。）及び電気の使用者に関する情報を

当該業務及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成二十三年法律第百八号）第二条第五項に規定する特定契約に基
づき調達する同条第二項に規定する再生可能エネルギー電気の供給に係る業務の用に供する目的以外の目的のために利用し、又は提供すること。

適正な電力取引についての指針
Ⅳ 託送分野等における適正な電力取引の在り方
2(2)-1-1 一般送配電事業者の託送供給等業務に関して知り得た情報の目的外利用の禁止
イ 公正かつ有効な競争の観点から問題となる行為

「託送供給等業務に関して知り得た他の電気供給事業者及び電気の使用者に関する情報」とは、他の事業者が知り得た場合に当該事業者の行動に影響を及ぼし
得る情報で、例えば、以下の情報及びこれらに基づき計算される情報等をいう。

① 他の電気供給事業者の電源（契約により調達するものを含む。以下同じ。）及び電源開発の状況
② 他の電気供給事業者の電源運用計画、出力配分及び作業条件等
③ 他の電気供給事業者の電気の使用者の需要動向・需要実績等
「当該業務の用に供する目的以外の目的のために利用し、又は提供する行為」とは、例えば、当該情報を以下のような目的に利用することをいう。

① 他の電気供給事業者の経営状況の把握
② 他の電気供給事業者に対抗した電力供給の提案
③ 他の電気供給事業者の特定の需要家を特に対象とした営業活動
④ 他の電気供給事業者の需要家を自己又は自己の関係事業者に転換させ、又は他の電気供給事業者の契約変更を阻止する等のために利用すること
⑤ 電力市場において自己又は自己の関係事業者に有利な取引結果を現出させるために利用すること

18.9.18 第11回電力・ガス基本政策
小委員会事務局提出資料６抜粋・加
工
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これまでの議論２ 電力・ガス基本政策小委員会
③「統計化」されたスマートメーターデータの利用・提供促進の更なる論点

 今後、このようなデータ活用を進めていくに当たっては、例えば以下の論点が考えられると
ころ、次回以降、更に検討を深めていくこととしたい。

スマートメーターデータの利用・提供の拡大に向けた主な論点（例）

〇対象データ

個人情報保護の担保を大前提としつつ、具体的なデータニーズを踏まえ、利用・提供するデータの粒
度（ex.郵便番号単位、市町村単位、500mメッシュ単位）、頻度（ex.1日単位）、期間（ex.1
年）、情報付加等をどう設定するか。

〇データの利用・提供方法

データへのアクセス方法や統一的なデータ提供フォーマットを如何に整備するか。また、提供先にとって
公平性かつ透明性を如何に担保するか。

〇費用・収益の扱い

前述のとおり、データの加工、提供に当たっては、費用・収益が発生するところ、費用負担の在り方及
び収益の取扱いについてどう考えるか。

18.9.18 第11回電力・ガス基本政策
小委員会事務局提出資料６抜粋・加
工
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（参考）スイッチング支援システム

 スイッチング支援システムは、電力託送契約の切り替えに係る各種業務を支援するため
のシステム。

 システム自動連携（API連携）及びWeb（画面）にて利用可能。

（出所）第16回電力・ガス基本政策小委員会電力広域的運営推進機関提出資料８－２から抜粋
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情報の提供主体のあり方

 スマートメーターから取得される情報は、一般送配電事業者のメーターデータマネジメント
システム（MDMS、運用管理システム）へ蓄積され、一般送配電事業者において、個
人情報保護法を遵守しつつ当該情報の管理に努めているところ。

 このため、本情報を統計化して提供する等については、既存システムや業務との親和性
や、情報保全の観点から、一般送配電事業者において、前述のニーズを踏まえて行うこ
とが適当ではないか。

 この際、MDMSからデータを吐き出し加工する場合、一般送配電事業者において、シス
テム構築等のためのコストを要することも踏まえた検討が必要となると考えられる。

スマートメーターから一般送配電事業者にデータが集まるシステム全体像

18.9.18 第11回電力・ガス基本政策
小委員会事務局提出資料６抜粋・加
工
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（参考）英国の取組③ DCCの利用料金体系

（出所）DCC HP、Ofgem HP等に基づきPwC作成

 DCC利用料金はDCCユーザーにのみに発生。うち、データを継続的に利用する小売事業者、
NW運営事業者はデータ取得対象のスマートメーター件数に応じた料金が課せられる。

 DCCはコスト・収益について、Ofgemによる監視を受ける。
 利用料金体系は毎規制年度で見直しが義務付けられており、2019年度版の公表は2019年3

月を予定している。見直しの過程においては意見公募も行っている模様。

利用料金体系

課金項目

①Fixed charge
➡スマートメーター登録数に対
する課金

②Fixed Alt HAN charges
➡HAN(Home Area 
Network)に対する課金

③Fixed CH charges
➡CH(Communication 
Hub)に対する課金

④Explicit charges
➡その他個別サービス（アクセ
ス等）に係る従量課金

スマートメーター数

個別サービスに係る課金

スマートメーター数

スマートメーター数

Fixed charge 単価
➡￡/件/月

Fixed Alt HAN
charges 単価

➡￡/件/月

Fixed CH charges
単価

➡￡/件/月

課金対象者

 Energy Suppliers
 Network Operators
 Authorised Third Parties

 Energy Suppliers
 Network Operators

18.10.30 第２回次世代技術を活用
した新たな電力プラットフォームの在り方
研究会PwC提出資料３抜粋・加工



















論点３ 一般送配電事業者の収益・費用の取扱い③

 中立・公平な提供を前提に電気事業法上問題ないと整理された統計加工化した電力データの提供・利用（以下「電力デー
タ提供等」という。）について、その収支（収益・費用）はどう整理されるか。

 この際、どのような観点で整理すべきか。例えば、①他事業の収支整理との関係や、②一般送配電事業者に対する提供への
インセンティブ付与、③一般送配電事業の副産物を利用し独占性を有することを踏まえた需要家還元、④収支の適切性、と
いった観点は踏まえるべきか。とりわけ、具体的に何をもって一般送配電事業者に対する提供へのインセンティブと言えるか。

 具体的にはどのような合理的な整理があり得るか。例えば、以下のような考え方についてどう考えるか。また、以下のような考え
方に寄らない場合、例えばどのような考え方があり得るか。

＜１＞

 電力データ提供等は、①送配電等関連業務に関する場合(ex.小売料金メニューの精緻化に使われる）（前ページのAのパターン）とそうでな
い場合（ex.他産業利用）（前ページのBのパターン）があると考えられ、かつ、②託送供給等を通じて得た副産物（データ）を使用し、シス
テム開発等を要し一定の「リスク性」も有する（前ページにないパターン）、という性質を持つ。

 以上に加え、これまでの他業務の収支整理を踏まえると、電力データ提供等の会計上の整理は、①送配電等関連業務に関する場合（ex.電
気事業や公益へ寄与する目的で、電気事業のライセンスを有する者（発電、小売等）に提供する場合）と、②そうでない場合（非ライセンス
事業者等に提供し、他産業のビジネス等へ寄与する場合（運送業者の宅配効率化等））に分けることが適当か。

 さらに、託送収支については、これまでの他業務の整理を踏まえ、副産物利用やリスク性を勘案して整理することが適当か。

＜２＞

 あるいは、収益・費用ともに一定の割合で託送収支内・外を按分して整理することが適当か（例えば、〇：〇のように区分けする。）。

 この他、以上の整理にあたって、どのような点を考慮すべきか。
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